
 

 

令 和 5 年 度 総 会 の 御 報 告 

【総会】 
令和 4 年度の事業報告・決算及び令和 5 年度の事業計画・予算について、総会において原案の

とおり承認されました。 
 なお、総会及び理事会については、今年度も新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、書面
による議決としました。 
                        

令和 4年度決算  令和 5年度予算 

【歳入】  （単位：円）  【歳入】  （単位：円） 

科目 決算額  科目 予算額 

会 費 852,000  会 費 1,008,000 

繰 越 金 1,625,029  繰 越 金 1,675,020 

寄 付 金 0  寄 付 金 0 

協会報広告掲載料 0  協会報広告掲載料 0 

過入金（預り金） 27,200  過入金（預り金） 0 

雑 収 入 13  雑 収 入 80 

歳 入 合 計 2,504,242  歳入合計 2,683,100 
       

【歳出】  （単位：円）  【歳出】  （単位：円） 

科目 決算額  科目 予算額 

事 務 費 116,773  事 務 費 220,000 

事 業 費 712,449  事 業 費 1,300,000 

支 部 交 付 金 0  支 部 交 付 金 0 

預 り 金 返 金 0  預 り 金 返 金 27,200 

予 備 費 0  予 備 費 1,135,900 

歳 出 合 計 829,222  歳 出 合 計 2,683,100 
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令和 5 年度事業計画 

○理事会の開催 

 ○総会の開催 

○協会報の発行 

○温泉利用促進事業の実施 

  ・温泉スタンプラリーの実施 

 

令和 4 年度事業報告 

○理事会の開催（書面開催） 

 ○総会の開催（〃） 

○協会報の発行（3 月） 

○温泉利用促進事業の実施 

  ・温泉スタンプラリーの実施 



     ～ 温泉協会スタンプラリー ～ 
 
 本県の温泉の魅力を発信することを目的とした「温泉スタンプラリー」 
を今年度も実施しました（期間：令和 5 年 12 月 8 日～令和 6 年 2 月 29 
日）。491 通の応募をいただき、抽選の結果、200 人の方に協会オリジナル 
きいちゃんクオカードをお送りしました。 
また、例年どおりスタンプラリーと併せて、アンケート調査を実施した 

ところ、次のとおりとなりました。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

～ 県内温泉地が選ばれました ～ 

 
■温泉総選挙 2023（主催：旅して日本プロジェクト） 
 温泉総選挙 2023（主催：旅して日本プロジェクト）において、「リフレッシュ部門」の第 3位に 

「熊野本宮温泉郷」、「健康推進部門」の第 7 位に「花山温泉 薬師の湯」、「うる肌部門」の第 10位に 

「龍神温泉」が選ばれました。 
 

■楽天トラベル温泉人気ランキング（主催：楽天） 

 楽天トラベル温泉人気ランキング（主催：楽天）において、同社が運営する旅行予約サービス 

「楽天トラベル」の令和 5 年の年間人気温泉地ランキング第 4位に「白浜温泉」が選ばれました。 

 

✨ おめでとうございます  ✨ 

参加者の年代 参加者の住所 

スタンプラリー表紙 

参加者の目的 

19歳以下
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～浴場施設の適切な衛生管理をお願いします～ 
レジオネラ症対策強化のため、営業者の皆様におかれましては、浴場を利用される方々の安全・安心確

保のために、適切な衛生管理をお願いします。 

 

 

 

 

～公衆浴場や旅館業の施設の共同浴室における男女の取扱いについて～ 

 公衆浴場や旅館業の施設の共同浴室については、厚生労働省の「公衆浴場における衛生等管理要領」及

び「旅館業における衛生等管理要領」に基づき、本県では「公衆浴場衛生基準等に関する条例」で男女の

混浴禁止について「おおむね 7歳以上の男女を混浴させないこと」と定めています。 
 

 厚生労働省は、令和 5年 6月 23 日付薬生衛発 0623 第 1号において、「これらの要領でいう男女とは風

紀の観点から混浴禁止を定めている趣旨から、身体的な特徴をもって判断するものであり、浴場業及び旅

館業の営業者は、例えば、体は男性、心は女性の者が女湯に入らないようにする必要がある」との考えを

示しておりますので、営業者の皆様におかれましては、適切な御対応をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

衛生措置基準の主な内容 

お問い合わせ先：和歌山県 環境生活部 食品・生活衛生課 

TEL：073-441-2620 

HP：https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/031600/d00213879.html 

浴槽に入れる湯を一時的にためるタンク（貯湯槽）を設置している場合、湯温を通常 60℃以上

（最大使用時 55℃以上）に保つ又は貯湯槽内の湯水を消毒することが必要です。  

原水、浴槽水ともに水質検査を実施し、水質基準に適合していることを確認してください。 

原水は１回/年、浴槽水は 1回/年（循環ろ過器設置の場合は 2回/年）の水質検査が必要です。 

なお、水質検査の結果、レジオネラ属菌が 10cfu/100ｍL 以上検出された場合は管轄の保健所に

報告が必要です。 

浴槽水の消毒 

貯湯槽の管理 

すべての浴槽(かけ流し式の浴槽を含む)に浴槽水の消毒が必要です。 

残留塩素濃度は毎日測定し、遊離残留塩素濃度が通常 0.4mg/L 程度(最大 1.0mg/L)となるよう

管理してください。アルカリ性やアンモニアを含むなど、遊離塩素による消毒ができない場合

は、モノクロラミンによる消毒（濃度 3mg/L 程度）をご検討ください。 

水質検査 

「自主管理手引書」及び「自主管理点検表」の作成が必要です。 

県庁食品・生活衛生課 HP に参考様式を掲載しておりますので、 

作成していない場合はそれらを活用して作成をお願いいたします。  

QR コードから県

HP へアクセス 

可能です。 

自主管理手引書及び点検表の作成 



～省エネ診断のすすめ～ 
 

2050 年カーボンニュートラルに向け、温泉業界も脱炭素経営が求められています。 

エネルギー価格が高騰する中、省エネ対策は経営改善にもつながります。どうすればエネル

ギー使用量を減らせるか、まずは、専門家のアドバイスを受けてみませんか。コストをかけな

い改善策など、できることから取り組んでみましょう。国の補助金により、低額で診断が可能

です。 

 

省エネクイック診断 
 

      

 

 
～補助金情報～ 

 
ボイラーや給湯器、冷凍冷蔵設備、空調等の更新をお考えの皆様。省エネ型の設備導入に使

える補助金（経済産業省）の公募が始まります（一次公募期間：令和 6年 3月 27 日(水)～ 

.               同年 4月 22 日(月)）。この機会に是非、ご検討ください。 

  
省エネルギー投資促進支援事業補助金（Ⅲ 設備単位型）  

対象事業：予め定められた省エネ性能の高い設備へ更新する事業 

 指定設備の例 

 ・業務用給湯器、高効率空調、高性能ボイラー、冷凍冷蔵設備、高効率コージェネレーション設備 等 

 

 

 

 

 

 

 

 
～ 10 年ごとに温泉成分の分析が必要です ～ 

 
 温泉を公共の浴用又は飲用に供する者（ホテル、旅館や公衆浴場等の温泉利用事業者）に

は、10 年ごとに温泉の成分分析を受け、その内容を掲示することが義務付けられています。 

温泉利用事業者の皆様は、温泉分析書の期限切れに注意してください。 
 

 
和歌山県内温泉成分分析機関 

     和歌山県環境衛生研究センター 073-423-9570 

     一般社団法人和歌山県薬剤師会 073-427-1790 

           全国の分析機関は、環境省のホームページで御覧いただけます。 

           http://www.env.go.jp/nature/onsen/contact/bunseki_list.pdf 

内 容 運用改善、設備更新、資金面など省エネに関する様々な内容について、専門家のアドバイ

スが受けられます。 

参考費用 省エネ診断コース：1設備につき 5,500 円（対象設備：空調、照明、ボイラー・ 給湯器 等） 

問 合 せ 
一般社団法人環境共創イニシアチブ（ナビダイヤル：0570-099-013） 

(IP 電話：042-204-0564) 

補 助 率 3 分の 1以内（上限 1億円、下限 30 万円/事業全体） 

一次公募 令和 6年 3月 27 日(水)～4 月 22 日(月) 

二次公募 （未定）  

問 合 せ 
一般社団法人環境共創イニシアチブ(ナビダイヤル：0570-057-025)  

(IP 電話：042-204-0989) 


